
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （日本鉄道建設公団の経営内容の分析と評価）

国
【事業主体】 （貸付け、譲渡）

ＪＲ・民鉄線 → 資金回収は順調

新 幹 線 の 整 備

日 建
新幹線整備計画 設

鉄 本 ・
道 貸 整備新幹線
政 鉄 付
策 鉄道（新幹線を除く） 指 示 → け 建設予定／５線

の整備 道 ・ 長野新幹線（Ｎ線） 投入
鉄 譲 営業中:1線1区間 ←
道 建 渡 建設費8,424億円
交 工事実施計画（事業 事 既着工:3線7区間
通 者からの申出により 設 業
網 運輸大臣が作成）
の 公 （貸付）
整 投下資金は、基本的に ↓ (ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ)
備 引受け 公 団 債 資 団 完全回収するスキーム 財源スキーム Ｎ線の貸付料のみで現状の有利

財政投融資資金 → ← 金 ‖ ＪＲ東日本 子負債を償還した場合の試算
２兆1,000億円 調 公的資金投入型 有利子負債 →

達 例外 借 換 ３％→償還可能
出資金 国2/3 地方1/3 ← → 2,775億円 資 金

→ 金 利 ５％→負債が残
（H8'末 756億円) 出 資

↑ ↑↑ ↑
補助金 借入期間内の償還

→ に連動していない 金利が5%のｹｰｽでは、
（H8'末4,383億円) 交 付 Ｎ線分貸付料 負債が残ることとな

175億円/年 る。

貸付料スキーム 他 全体の貸付料を
有利子負債の償還を前提として算出され 線 償還に充当する

ＪＲの受益の程度 るものでない。 の こととされてお
を勘案し、算定 貸 り、償還は可能
(新幹線整備の場合の利益-未整備 付 →
の場合の利益) 料

‖
投下資金の回収を ↓
前提とせず

他線に例外措置（有利子負
債による資金調達）が波及す
ることがあれば、その規模や
金利の動向によっては、貸付
料による確実な償還に影響を
及ぼすおそれ

青函トンネル貸付事業 （貸付け）
（津軽海峡線） → ＪＲ北海道

貸 付 料
H.8 末累積損失 減価償却満了時の

減価償却費相当分
75億円 累積損失 395億円

は回収対象外
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